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6．「ゼロカーボン北海道」実現に向けた取組 （本編 p.46） 

 
 2050 年ゼロカーボン実現に向けた国の「地球温暖化対策計画」に示されている対策・
施策や削減目標を踏まえ、北海道は 2021（令和 3）年 3 月に第 3 次「北海道地球温暖
化対策推進計画」を策定し 2030 年までの計画を策定した。この計画で 2050 年ゼロカ
ーボンに向けて道民、事業者と認識を共有し、機運醸成や行動喚起を図り、道筋を構築
していく期間と位置付け、それ以降、より一層加速度的に温室効果ガス排出量を削減す
るための土台を築く重要な期間としている。 

 

出典：北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次） 

北海道は、独自の取組として 2030 年度の温室効果ガス排出量の削減目標（中期目標）
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を、2013 年度比で 48％削減と設定している。北海道が有する豊かな自然や地域資源を
利用した再生可能エネルギーと広大な森林などの吸収源の最大限の活用により、脱炭素
化と持続可能な地域づくりを進める。 
 

 

出典：北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次） 
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7．国による省エネ施策の浜中町への影響 （本編 p.46） 

 
 

 

 

 2021（令和 3）年 10 月に閣議決定された、「地球温暖化対策計画」とその計算根拠の
参考資料として公開されている「地球温暖化対策計画における対策の削減量の根拠」、
および資源エネルギー庁「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」か
ら、浜中町に影響のあると思われる対策・施策を抽出し、各部門分類に対応する活動量
を用いて国の活動量と浜中町の活動量から省エネ量の案分を行った。 
 
 

 

部門 分類 対策内容

高効率空調の導入

産業ヒートポンプ導入

産業用照明の導入

低炭素工業炉の導入

産業用モータ・インバータ導入

業種間連携省エネの取組推進

エネマネ 徹底的なエネルギー管理の実施

食品製造 食品ロス削減によるエネルギー使用量減

建設 ハイブリッド建機などの導入

省エネ農機の導入

省エネ漁船への転換

省エネルギー化(新築)

省エネルギー化(改修)

給湯 業務用給湯機の導入

照明 高効率照明の導入

空調 冷媒管理技術の導入

動力 トップランナー制度等による機器の性能向上

エネマネ 業務部門の徹底的なエネルギー管理

全般 国民運動(クールビズ、ウォームビス)の推進

省エネルギー化(新築)

省エネルギー化(改修)

給湯 高効率給湯機

照明 高効率照明の導入

空調 トップランナー制度等による機器の性能向上

動力 浄化槽の省エネ化

省エネ情報提供を通じた徹底的なエネルギー管理

国民運動(クールビズ、ウォームビズ)の推進

燃費改善と次世代自動車の普及

その他運輸部門対策
運輸 旅客及び貨物

農林水産

全般

産業

業務その他

建築物

住宅

家庭

エネマネ
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8．2050 年度の再エネ導入目標 （本編 p.48） 

 2050 年度の再エネ導入目標の総量は、省エネモデル（AIM モデル）での CO2 排出量
から電力排出係数の低下による削減分を差し引いた 46,004 t-CO2 相当分と算定される。 
 また、再エネ種別の導入目標は、計画第 5 章 3（１）で示した考え方をもとに、以下
のとおり設定する。 

 
①太陽光発電（建物系） 
 津波浸水域内、統廃合予定のものを除いた公共施設、また、住宅屋根の導入ポテンシ
ャルの 80％相当を活用する。CO2 排出量削減効果は 5,439 t-CO2 である。 
 
②太陽光発電（土地系） 
 ゼロカーボン達成に必要な再エネ電力量を土地系の太陽光発電で賄うという考え方
のもと、町内の避難施設周辺をはじめ未利用地や町有地 78 ha に太陽光発電施設を整備
する。また、発電した電力を公共施設や公共車両をはじめ町内で効果的に利用していく
仕組みの構築とともに、FIT 期間が終了した既存の太陽光発電施設の最大限の活用を図
る。CO2 排出量削減効果は 32,117 t-CO2 である。 
 
③風力発電 
 景観・環境への影響について配慮の上、設備容量 2 MW の風力発電施設を新設する。
発電施設近くへの需要施設の整備、地域新電力の設立・運用など、発電した電力につい
て地域内で利用する方法の確立、FIT 期間が終了した既存の風力発電施設の最大限の活
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用を図る。CO2 排出量削減効果は 3,385 t-CO2 である。 
 
④バイオマス（廃棄物系バイオマス） 
 バイオマス産業都市構想にある集中型バイオガスプラント 2 基について、FIT 期間終
了後は発電した電力を地域内で利用する。CO2 排出量削減効果は 2,740 t-CO2 である。 
 
⑤バイオマス（木質バイオマス） 
 ポテンシャル算定に用いた林地残材、切り捨て間伐材等のほか、バイオガスプラント
参加農家の用いる敷料が“おが粉”から再生敷料に置き換わることを想定し、そうした“お
が粉”の原料分を加えた木質バイオマスの最大限の活用を図る。CO2 排出量削減効果は
2,456 t-CO2 である。 
 
 小水力発電、雪氷冷熱、地中熱については、目標値は設定しないが、導入に向けた検
討・情報収集を続けるものとする。 
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9．事業者の省エネの事例 （本編 p.53） 

 事業者等に取組の明確なイメージを持ってもらうためには、具体的事例を提示するこ
とが重要である。下記に「一般社団法人 省エネルギーセンター」が出している「経営
改善につながる省エネ事例集」から事業者における省エネの取組の一例を挙げる。 

出典：一般社団法人 省エネルギーセンター「経営改善につながる省エネ事例集 2022」 
 
 改善手法は「コストをかけずに実行できる運用改善」と「更なる効率化に向けた投資
改善」に分けられ、投資改善項目のほうは回収期間も示されている。また、事例集には
様々な業種の取組が掲載されている。 
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10．ブルーカーボン （本編 p.56） 
 ブルーカーボンとは、「藻場・浅場等の海洋生態系に取り込まれた炭素」を指し、吸
収源対策の新しい選択肢となっている。ブルーカーボンを隔離・貯留する海洋生態系（ブ
ルーカーボン生態系）として、海草藻場（アマモ、スガモ等）、海藻藻場（コンブ、ワカ
メ）、湿地・干潟、マングローブ林が挙げられる。 
 国の地球温暖化対策計画では、「ブルーカーボンによる温室効果ガスの吸収・固定量
の算定方法は、一部を除き確定していないことから、これらの算定方法を確立し、温室
効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）のための IPCC ガイドラインに追記できるよ
う研究を進めるとともに、効果的な藻場・干潟の保全・創造対策、回復等を推進する」
とされている。 
 浜中町では、浜中漁協、散布漁協によりコンブ藻場の造成が以前から進められており、
釧路総合振興局も 2022 年 9 月、管内沿岸の市町、漁協、研究機関と連携して藻場を整
備し、水産資源育成と炭素吸収量確保の両立を図るため、「釧路管内ブルーカーボン推
進検討協議会」を設立している。 
 

※排出量・吸収量報告の対象になるブルーカーボンは➅または⑤、➅ 
出典：ブルーカーボンについて（環境省、2022 年 3 月） 
 


